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 消費・安全対策事業補助金交付事務取扱要領の新旧対照表（本文）

 

改正後 現　行 改正理由

   消費・安全対策事業補助金交付事務取扱要領 消費・安全対策事業補助金交付事務取扱要領

   

  制定：平成17年７月15日付け支援第431号農政部長通知 制定：平成17年７月15日付け支援第431号農政部長通知

最終改正：令和８年３月26日付け経営第1725号農政部長通知 最終改正：令和７年４月30日付け経営第206号農政部長通知

第１　目的 第１　趣旨 ○交付要綱例を参

　　消費・安全対策交付金交付等要綱（令和４年３月31日付け３消安第7340号農林水産事務次官 　　消費・安全対策交付金交付等要綱（令和４年３月31日付け３消安第7340号農林水産事務次官 　考とした所要の

　依命通知。以下「要綱」という。）第１の趣旨に基づき実施する別表１に掲げる事業（以下「事 　依命通知。以下「要綱」という。）第１の趣旨に基づき実施する別表１に掲げる事業（以下「事 　整理 

　業」という。）に関する事業実施計画の提出及び変更手続並びに補助金の交付については、要 　業」という。）に関する事業実施計画の提出及び変更手続並びに補助金の交付については、要  

　綱、消費・安全対策交付金実施要領（平成17年4月1日付け16消安第10272号農林水産省消費・安 　綱、消費・安全対策交付金実施要領（平成17年4月1日付け16消安第10272号農林水産省消費・安  

　全局長通知。以下「実施要領」という。）、北海道補助金等交付規則（昭和47年北海道規則第34 　全局長通知。以下「実施要領」という。）、北海道補助金等交付規則（昭和47年北海道規則第34  

　号。以下「規則」という。）及び北海道補助金等交付規則の運用について（昭和47年４月１日 　号。以下「規則」という。）及び北海道補助金等交付規則の運用について（昭和47年４月１日  

　付け局総第303号副出納長通達。以下「運用」という。）に定めるもののほか、この要領の定め 　付け局総第303号副出納長通達。以下「運用」という。）に定めるもののほか、この要領の定め  

　るところによるものとする。 　るところによるものとする。  

 

（第５に移動） 第２　事業実施計画の提出  

 　１　事業に関する補助金の交付を受けようとする事業実施主体は、別表１の各事業ごとに定め  

 　　る事業実施計画書（要綱第６に定める別記様式第１号に準じた書類。以下同じ。）を作成し  

 　　なければならない。  

 　２　事業実施計画書は、第４に規定する補助金等交付申請書に添付するものとするが、事業実  

 　　施主体は、あらかじめ交付申請前において、事業を行う区域を所管する総合振興局長又は振  

 　　興局長（以下「総合振興局長等」という。）の求めがあったときは、事業実施計画書を提出  

 　　するものとする。  

 　　　なお、全道、総合振興局若しくは振興局（以下「総合振興局等」という。）又は複数の総  

 　　合振興局等の区域を対象とする広域的な事業（以下「広域的事業」という。）を行う事業実  

 　　施主体（以下「広域的事業者」という。）にあっては、あらかじめ交付申請前において、知  

 　　事（全道にわたり事業を行う場合に限る。）又は主たる総合振興局長若しくは振興局長（広  

 　　域的事業において主に事業を行う区域を所管する総合振興局長等をいう。以下「主たる総合  

 　　振興局長等」という。）の求めがあったときは、事業実施計画書を提出するものとする。  

 　３　総合振興局長等（主たる総合振興局長等を含む。以下同じ。）は、２で提出のあった事業  

 　　実施計画を農政部長又は食の安全・みどりの農業推進監（地域での食育の推進事業に限る。）  

 　（以下「農政部長等」という。）に提出するものとする。  

   

第２　補助金の交付の対象等 第３　助成措置等  

　１　知事又は総合振興局長等は、別表１の「事業実施主体」欄に掲げる事業実施主体（以下「補 　１　知事又は総合振興局長等は、別表１の「事業実施主体」欄に掲げる事業実施主体（以下「補  

　　助事業者」という。）に対し、毎年度、予算の範囲内において、補助金を交付することがで 　　助事業者」という。）に対し、毎年度、予算の範囲内において、補助金を交付することがで  

　　きるものとする。 　　きるものとする。  

　２　補助の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、それぞれ別表２の「経費」 　２　補助の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、それぞれ別表２の「経費」  

　　の欄に掲げるとおりとする。 　　の欄に掲げるとおりとする。  

　３　補助事業者は、地域での食育の推進事業を除き、費目相互間の経費の流用をしてはならな 　３　補助事業者は、地域での食育の推進事業を除き、費目相互間の経費の流用をしてはならな  

　　い。 　　い。  
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第３　補助金の算定方法 （第５から移動）  

　　補助金の交付申請は、補助対象経費に別表１に定める補助率等を乗じて得た額の範囲内で行   

　うものとする。　　   

　　ただし、補助事業者が消費税法（昭和63年法律第1 0 8号）第30条の規定による課税仕入れに   

　係る消費税額の全部又は一部を課税標準額に対する消費税額から控除される事業者に該当し、   

　消費税等仕入控除税額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税相当額のうち消費税法   

　の規定により仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額と当該金額に地方税法（昭和2   

　5年法律第226号）第72条の83に規定する「地方消費税の税率」を乗じて得た金額とを合計した金   

　額に補助率等を乗じて得た金額をいう。以下同じ。）の額が明らかなときには、補助対象経費   

　に補助率等を乗じた額から、消費税等仕入控除税額を減じた金額の範囲内で交付申請を行うも   

　のとする。   

    

        補助金等交付申請額＝（補助対象経費×補助率等）－  消費税等仕入控除税額    

      

 

第４　補助金の交付申請書類 第４　補助金の交付申請書類  

　１　規則第３条の２の規定による補助金の交付申請は、補助金等交付申請書（別記第１号様式） 　１　規則第３条の２の規定による補助金の交付申請は、規則第３条の規定に基づき行う告示の  

　　に、次に掲げる関係書類を添えて、補助事業者が総合振興局長等に対し行うものとする。た 　　定めるところにより、農政第１号様式（昭和49年４月１日北海道告示第809号に定める様式を  

　　だし、全道にわたり事業を行う補助事業者にあっては、知事に対して申請を行うものとする。 　　いう。以下「農政第○号様式」において同じ。）の補助金等交付申請書に、次に掲げる関係  

 　　書類を添えて、補助事業者が第２に準じ総合振興局長等に対し行うものとする。ただし、全  

 　　道にわたり事業を行う補助事業者にあっては、知事に対して申請を行うものとする。  

　　(1) 事業計画書（別記第２－１号様式。ただし、畜産振興総合対策事業（地域衛生管理体制 　　(1) 事業計画書（農政第２号様式。ただし、畜産振興総合対策事業（地域衛生管理体制整備  

　　　　整備事業）のうち整備事業にあっては別記第２－２号様式、ジャガイモシロシストセン 　　　事業）のうち整備事業にあっては農政第178号様式、ジャガイモシロシストセンチュウ緊急  

　　　　チュウ緊急防除対策事業にあっては別記第２－３号様式） 　　　防除対策事業にあっては農政第192号様式）  

　　(2) 補助金等交付申請額算出調書（別記第３号様式） 　　(2) 補助金等交付申請額算出調書（農政第14号様式）  

　　(3) 経費の配分調書（別記第４号様式） 　　(3) 経費の配分調書（農政第18号様式）  

　　(4) 事業予算書（別記第５号様式） 　　(4) 事業予算書（農政第20号様式）  

　　(5) 資金収支計画書（別記第６号様式）（申請者が市町村である場合を除く。） 　　(5) 資金収支計画書（農政第32号様式）（申請者が市町村である場合を除く。）  

　　(6）事業実施計画書（第５の２で事業実施計画書を提出した場合は、当該事業実施計画書に 　　(6）事業実施計画書（第２の２で事業実施計画書を提出した場合は、当該事業実施計画書に  

　　　限る。） 　　　限る。）  

   

　２  補助金等交付申請書の提出は、次により行うものとする。 （新設）  

    (1) 提出期限　別に指示する日まで   

    (2) 提出先　　総合振興局長又は振興局長   

                  全道の区域にわたる事業を行う団体における交付申請書の提出先は、次のと   

　　　　　　　　　おりとする。   

                  (ｱ) 畜産振興総合対策事業（地域衛生管理体制整備事業）   

　　　　　　　　　　　農政部生産振興局畜産振興課   

　　　　　　　　　(ｲ) 農業生産資材安全使用等総合推進事業（ヘプタクロル残留等対策事業・   

　　　　　　　　　　　農薬適正使用推進事業）   

　　　　　　　　　　　農政部生産振興局技術普及課   

　　　　　　　　　(ｳ) 地域での食育の推進事業   

　　　　　　　　　　　農政部職の安全・みどりの農業推進局食品政策課   

   

　３　補助事業者は、１の申請書を提出するに当たり、納税対応状況について、別記第７号様式 　２　補助事業者は、１の申請書を提出するに当たり、納税対応状況について、別記第１号様式  

　　の納税対応状況申出書を併せて提出するものとする。ただし、補助事業者が市町村であり、 　　の納税対応状況申出書を併せて提出するものとする。ただし、補助事業者が市町村であり、  

　　かつ、一般会計予算で事業を実施する場合には提出を要しない。 　　かつ、一般会計予算で事業を実施する場合には提出を要しない。  
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第５　事業実施計画の提出 （第２から移動）  

　１　事業に関する補助金の交付を受けようとする事業実施主体は、別表１の各事業ごとに定め   

　　る事業実施計画書（要綱第６に定める別記様式第１号に準じた書類。以下同じ。）を作成し   

　　なければならない。   

　２　事業実施計画書は、第４に規定する補助金等交付申請書に添付するものとするが、事業実   

　　施主体は、あらかじめ交付申請前において、事業を行う区域を所管する総合振興局長又は振   

　　興局長（以下「総合振興局長等」という。）の求めがあったときは、事業実施計画書を提出   

　　するものとする。   

　　　なお、全道、総合振興局若しくは振興局（以下「総合振興局等」という。）又は複数の総   

　　合振興局等の区域を対象とする広域的な事業（以下「広域的事業」という。）を行う事業実   

　　施主体（以下「広域的事業者」という。）にあっては、あらかじめ交付申請前において、知   

　　事（全道にわたり事業を行う場合に限る。）又は主たる総合振興局長若しくは振興局長（広   

　　域的事業において主に事業を行う区域を所管する総合振興局長等をいう。以下「主たる総合       

　　振興局長等」という。）の求めがあったときは、事業実施計画書を提出するものとする。   

　３　総合振興局長等（主たる総合振興局長等を含む。以下同じ。）は、２で提出のあった事業   

　　実施計画を農政部長又は食の安全・みどりの農業推進監（地域での食育の推進事業に限る。）   

　（以下「農政部長等」という。）に提出するものとする。  

 

（標題を変えて第３に移動） 第５　補助金の交付申請額  

 　　補助金の交付申請は、補助対象経費に別表１に定める補助率等を乗じて得た額の範囲内で行  

 　うものとする。　　  

 　　ただし、補助事業者が消費税法（昭和63年法律第1 0 8号）第30条の規定による課税仕入れに  

 　係る消費税額の全部又は一部を課税標準額に対する消費税額から控除される事業者に該当し、  

 　消費税等仕入控除税額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税相当額のうち消費税法  

 　の規定により仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額と当該金額に地方税法（昭和2  

 　5年法律第226号）第72条の83に規定する「地方消費税の税率」を乗じて得た金額とを合計した金  

 　額に補助率等を乗じて得た金額をいう。以下同じ。）の額が明らかなときには、補助対象経費  

 　に補助率等を乗じた額から、消費税等仕入控除税額を減じた金額の範囲内で交付申請を行うも  

 　のとする。  

    

   補助金等交付申請額＝（補助対象経費×補助率等）－  消費税等仕入控除税額    

  

 

第６　補助金の交付の決定等の通知 第６　補助金の交付の決定等の通知  

　１　知事又は総合振興局長等は、当該申請について規則第４条による調査を行い、補助金を交 　１　知事又は総合振興局長等は、当該申請について規則第４条による調査を行い、補助金を交  

　　付すべきものと認めたときは、規則第６条の規定による補助金の交付の決定の通知を、別記 　　付すべきものと認めたときは、規則第６条の規定による補助金の交付の決定の通知を、別記  

　　第８－１号様式（地域での食育の推進事業にあっては別記第８－２号様式に掲げる指令書に 　　第２－１号様式（地域での食育の推進事業にあっては別記第２－２号様式に掲げる指令書に  

　　より行うものとする。   　　より行うものとする。    

　２　知事又は総合振興局長等は、規則第６条第２項の規定による補助金の交付をしないことを 　２　知事又は総合振興局長等は、規則第６条第２項の規定による補助金の交付をしないことを  

　　決定したときは、別記第８－３号様式により、当該補助金の交付の申請者に速やかに通知す 　　決定したときは、別記第２－３号様式により、当該補助金の交付の申請者に速やかに通知す  

　　るものとする。 　　るものとする。  

　３  知事又は総合振興局長等は、第４の３の規定により、納税対応状況申出書を提出した補助 　３  知事又は総合振興局長等は、第５の２の規定により、納税対応状況申出書を提出した補助  

　　事業者が消費税等仕入控除税額を減じずに補助金の交付の申請を行った場合には、１の指令 　　事業者が消費税等仕入控除税額を減じずに補助金の交付の申請を行った場合には、１の指令  

　　書に定める条件のほか、次に掲げる条件を追加するものとする。 　　書に定める条件のほか、次に掲げる条件を追加するものとする。  

　　(1) 補助事業者は、規則第14条の実績報告（以下「実績報告」という。）を行うに当たって、 　　(1) 補助事業者は、規則第14条の実績報告（以下「実績報告」という。）を行うに当たって、  

　　　当該補助金に係る消費税等仕入控除税額が明らかとなった場合には、これを補助金額から 　　　当該補助金に係る消費税等仕入控除税額が明らかとなった場合には、これを補助金額から  

　　　減額して報告しなければなりません。 　　　減額して報告しなければなりません。  
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　　(2) 補助事業者は、実績報告後に消費税及び地方消費税の確定申告により当該補助金に係る 　　(2) 補助事業者は、実績報告後に消費税及び地方消費税の確定申告により当該補助金に係る  

　　　消費税等仕入控除税額が確定した場合には、別記第９号様式により、その金額（実績報告 　　　消費税等仕入控除税額が確定した場合には、別記第３号様式により、その金額（実績報告  

　　　において、前項の規定により減額した場合にあっては、その金額が減じた額を上回る部分 　　　において、前項の規定により減額した場合にあっては、その金額が減じた額を上回る部分  

　　　の金額）を速やかに知事又は総合振興局長等に報告するとともに、当該金額を返還しなけ 　　　の金額）を速やかに知事（総合振興局長等）に報告するとともに、当該金額を返還しなけ  

　　　ればなりません。 　　　ればなりません。  

　　  　また、当該補助金について、消費税等仕入控除税額が明らかにならない場合又は消費税 　　  　また、当該補助金について、消費税等仕入控除税額が明らかにならない場合又は消費税  

　　　等仕入控除税額がない場合であっても、その状況等について、当該補助金の額の確定があ 　　　等仕入控除税額がない場合であっても、その状況等について、当該補助金の額の確定があ  

　　　った日の翌年の５月31日までに、同様式により知事又は総合振興局長等に報告しなければ 　　　った日の翌年の５月31日までに、同様式により知事（総合振興局長等）に報告しなければ  

　　　なりません。 　　　なりません。  

　４  前項の(2)また書の条件に基づき、補助事業者から報告があった場合は、総合振興局長等は、   ４  前項の(2)また書の条件に基づき、補助事業者から報告があった場合は、総合振興局長等は、  

　　当該年の６月15日までに農政部長等に報告するものとする。 　　当該年の６月15日までに農政部長等に報告するものとする。  

　５　知事又は総合振興局長等は、補助金の交付の決定に当たり、補助対象事業を概算払ができ 　５　知事又は総合振興局長等は、補助金の交付の決定に当たり、補助対象事業を概算払ができ  

　　るものと認めた場合又は補助対象事業を遂行する上で周知させる事項がある場合には、指令 　　るものと認めた場合又は補助対象事業を遂行する上で周知させる事項がある場合には、指令  

　　書とともに別記第10号様式で補助事業者にその旨の通知をするものとする。  　　書とともに別記第４号様式で補助事業者にその旨の通知をするものとする。   

 

第７　申請の取下げ 第７　申請の取下げ  

　１　補助事業者は、補助金の交付の決定の内容又はこれに附された条件に不服があるときには、 　１　補助事業者は、補助金の交付の決定の内容又はこれに附された条件に不服があるときには、  

　　補助金の交付の決定の通知を受理した日から10日以内に、別記第11号様式の補助金等交付申 　　補助金の交付の決定の通知を受理した日から10日以内に、農政第22号様式の補助金等交付申  

　　請取下書を提出して申請の取り下げをすることができる。 　　請取下書を提出して申請を取り下げることができるものとする。  

　２　１の規定による申請の取下げがあったときは、当該申請に係る補助金の交付の決定はなか 　２　総合振興局長等は、補助金の交付の申請の取下げがあったときには、農政部長等に報告す  

　　ったものとみなし、総合振興局長等は、当該取下げを農政部長等に報告するものとする。 　　るものとする。  

 

第８　事業実施計画の変更 第８　事業実施計画の変更  

　１　補助事業者は、次の各号のいずれかに該当するときは、事業実施計画の変更の手続を行う 　１　補助事業者は、次の各号のいずれかに該当するときは、事業実施計画の変更の手続を行う  

　　ものとし、知事又は総合振興局長等の承認を受けなければならない。 　　ものとし、知事又は総合振興局長等の承認を受けなければならない。  

　　(1) 目標を追加又は削除しようとする場合 　　(1) 目標を追加又は削除しようとする場合  

　　(2) 目標値を変更しようとする場合 　　(2) 目標値を変更しようとする場合  

　　(3) 事業実施主体を変更しようとする場合 　　(3) 事業実施主体を変更しようとする場合  

　　(4) 補助金の増額を伴う変更をしようとする場合 　　(4) 補助金の増額を伴う変更をしようとする場合  

　　(5) 事業を中止し、又は廃止しようとする場合 　　(5) 事業を中止し、又は廃止しようとする場合  

　　(6) 費目を新設し、又は廃止しようとする場合 　　(6) 費目を新設し、又は廃止しようとする場合  

　　(7) 費目ごとの補助対象経費（地域での食育の推進事業にあっては事業の補助対象経費）の 　　(7) 費目ごとの補助対象経費（地域での食育の推進事業にあっては事業の補助対象経費）の  

　　　30パーセントを超える増減（事業内容の変更を伴わない場合を除く。）をしようとする場 　　　30パーセントを超える増減（事業内容の変更を伴わない場合を除く。）をしようとする場  

　　　合 　　　合  

　　(8) 地域での食育の推進事業において、補助金の30パーセント以上の減額を伴う変更をしよ 　　(8) 地域での食育の推進事業において、補助金の30パーセント以上の減額を伴う変更をしよ  

　　　うとする場合 　　　うとする場合  

　　(9) 畜産振興総合対策事業（地域衛生管理体制整備事業）のうち整備事業にあっては、整備 　　(9) 畜産振興総合対策事業（地域衛生管理体制整備事業）のうち整備事業にあっては、整備  

　　　対象農場を変更しようとする場合 　　　対象農場を変更しようとする場合  

　２　総合振興局長等は、１で提出のあった事業実施計画の変更の承認を行う場合は、あらかじ 　２　総合振興局長等は、１で提出のあった事業実施計画の変更の承認を行う場合は、あらかじ  

　　め、農政部長等と協議するものとする。 　　め、農政部長等と協議するものとする。  

   

第９　契約等 第９　契約等  

　１　補助事業者は、補助対象事業を遂行するため、工事契約、物品調達契約、委託契約等の契 　１　補助事業者は、補助対象事業を遂行するため、工事契約、物品調達契約、委託契約等の契  

　　約を締結する場合には、原則として一般競争入札等競争性のある方式により契約相手方を選 　　約を締結する場合には、原則として一般競争入札等競争性のある方式により契約相手方を選  

　　定するものとし、経費の節減に努めるものとする。 　　定するものとし、経費の節減に努めるものとする。  

　２　市町村を除く補助事業者は、１により契約相手方を選定するに当たっては、次の事項を守 　２　市町村を除く補助事業者は、１により契約相手方を選定するに当たっては、次の事項を守  

　　らなければならない。 　　らなければならない。  
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　　(1) 売買、請負その他の契約をする場合は、一般の競争に付さなければならないこと。　　 　　(1) 売買、請負その他の契約をする場合は、一般の競争に付さなければならないこと。　　  

　　　ただし、事業の運営上、一般の競争に付すことが困難又は不適当である場合は、指名競争 　　　ただし、事業の運営上、一般の競争に付すことが困難又は不適当である場合は、指名競争  

　　　入札に付し、又は随意契約によることができる。 　　　入札に付し、又は随意契約によることができる。  

　　(2) 前号により契約しようとする場合は、当該契約に係る入札又は見積り合せに参加しよう 　　(2) 前号により契約しようとする場合は、当該契約に係る入札又は見積り合せに参加しよう  

　　　とする者に対し、要綱別記様式第３号による契約に係る指名停止等に関する申立書の提出 　　　とする者に対し、要綱別記様式第３号による契約に係る指名停止等に関する申立書の提出  

　　　を求め、当該申立書の提出のない者については、入札等に参加させてはならないこと。　 　　　を求め、当該申立書の提出のない者については、入札等に参加させてはならないこと。  

 

第10　補助事業の変更 第10　事業の変更  

　１　補助事業者は、変更しようとする内容等が別表２の「重要な変更」に該当するときには、 　１　補助事業者は、変更しようとする内容等が別表２の「重要な変更」に該当するときには、  

　　別記第12号様式の補助事業等変更承認申請書に第４の１で掲げる関係書類を添えて、知事又 　　知事又は総合振興局長等の承認を受けなければならない。この場合において、農政第21号様  

　　は総合振興局長等の承認を受けなければならない。 　　式の補助事業等変更承認申請書に第４の１で掲げる関係書類を添えて、申請を行うものとす  

 　　る。  

　２　知事又は総合振興局長等は、１の変更を承認するときには、別記第13－１号様式又は別記 　２　知事又は総合振興局長等は、１の変更を承認するときには、別記第５－１号様式又は別記  

　　第13－２号様式の変更指令書で補助事業者に通知するものとする。 　　第５－２号様式の変更指令書で補助事業者に通知するものとする。  

 

第11　補助事業の中止又は廃止 第11　事業の中止又は廃止  

　１　補助事業者は、補助対象事業を中止し、又は廃止しようとするときには、別記第14号様式 　１　補助事業者は、補助対象事業を中止し、又は廃止しようとするときには、農政第23号様式  

　　の補助事業等中止（廃止）承認申請書に関係書類を添えて、知事又は総合振興局長等に申請 　　の補助事業等中止（廃止）承認申請書に関係書類を添えて、知事又は総合振興局長等に申請  

　　を行うものとする。 　　を行うものとする。  

　２　知事又は総合振興局長等は、１の中止又は廃止について承認するとき又は不承認のときに 　２　知事又は総合振興局長等は、１の中止又は廃止について承認するとき又は不承認のときに  

　　は、別記第15号様式で補助事業者に通知するものとする。 　　は、別記第６号様式で補助事業者に通知するものとする。  

　３　総合振興局長等は、２の承認又は不承認を通知するに当たっては、申請書の写しを添えて 　３　総合振興局長等は、２の承認又は不承認を通知するに当たっては、申請書の写しを添えて  

　　あらかじめ農政部長等と協議するものとする。 　　あらかじめ農政部長等と協議するものとする。  

   

第12　補助事業の執行の遅延又は不能   　 第12　事業の執行の遅延又は不能   　  

　１  補助事業者は、補助対象事業が予定の期限までに完了する見込みがないとき又はその遂行 　１  補助事業者は、補助対象事業が予定の期限までに完了する見込みがないとき又はその遂行  

　　が困難となったときには、別記第16号様式の補助事業等執行遅延（不能）報告書に別記第17 　　が困難となったときには、農政第24号様式の補助事業等執行遅延（不能）報告書に別記第７  

　　号様式の事業遂行状況報告書を添えて、知事又は総合振興局長等に報告し、その指示を受け 　　号様式の事業遂行状況報告書を添えて、知事又は総合振興局長等に報告し、その指示を受け  

　　るものとする。 　　るものとする。  

　　  また、遅延の場合で年度内に完了する見込みがないときには、併せて別記第18号様式の繰 　　  また、遅延の場合で年度内に完了する見込みがないときには、併せて別記第８号様式の繰  

　　越等実施計画書を添付するものとする。 　　越等実施計画書を添付するものとする。  

　２  知事又は総合振興局長等は、１について補助事業者に事業遂行を指示するときには、別記 　２  知事又は総合振興局長等は、１について補助事業者に事業遂行を指示するときには、別記  

　　第19号様式で行うものとする。 　　第９号様式で行うものとする。  

　３  総合振興局長等は、２の事業遂行を指示するに当たっては、報告書等の写しを添えてあら 　３  総合振興局長等は、２の事業遂行を指示するに当たっては、報告書等の写しを添えてあら  

　　かじめ農政部長等と協議するものとする。ただし、年度内に完了する見込みがあるときには、 　　かじめ農政部長等と協議するものとする。ただし、年度内に完了する見込みがあるときには、  

　　協議を要しないものとする。 　　協議を要しないものとする。  

   

第13  事情変更           　　　   第13  事情変更           　　　    

　１  知事又は総合振興局長等は、補助金の交付決定後の事情変更により特別の必要が生じたと 　１  知事又は総合振興局長等は、補助金の交付決定後の事情変更により特別の必要が生じたと  

　　きには、規則第８条により次のいずれかの措置を採るものとする。 　　きには、規則第８条により次のいずれかの措置を採るものとする。  

　　(1) 補助金の交付の決定の全部又は一部の取消し　　　　　　　　　　   　　(1) 補助金の交付の決定の全部又は一部の取消し　　　　　　　　　　    

        次の様式で補助事業者に通知するものとする。         次の様式で補助事業者に通知するものとする。  

     

  取消しに係る部分の返還金なし  取消しに係る部分の返還金あり    取消しに係る部分の返還金なし  取消しに係る部分の返還金あり   

     

 　全部の取消し  　　別記第20－１号様式  　　別記第20－２号様式   　全部の取消し  　　別記第10－１号様式  　　別記第10－２号様式   
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   一部の取消し  　　別記第20－３号様式  　　別記第20－４号様式     一部の取消し  　　別記第10－３号様式  　　別記第10－４号様式  

   

　　(2) 補助金の交付の決定の内容又はこれに附された条件の変更　　　　　　　　  　　(2) 補助金の交付の決定の内容又はこれに附された条件の変更　　　　　　　　  

　　　  別記第20－５号様式で補助事業者に通知するものとする。 　　　   別記第10－５号様式で補助事業者に通知するものとする。  

　２　総合振興局長等は、１の(1)により補助金等の交付の決定の全部又は一部を取り消そうとす 　２　総合振興局長等は、１の(1)により補助金等の交付の決定の全部又は一部を取り消そうとす  

　　るときには、あらかじめ農政部長等と協議するものとする。 　　るときには、あらかじめ農政部長等と協議するものとする。  

 

第14  補助事業の状況報告等             （標題を変えて第15から移動）  

　　知事又は総合振興局長等は、規則第11条の規定により補助対象事業の遂行状況報告を必要と   

　するときには、別記第17号様式の事業遂行状況報告書を補助事業者に提出させるものとする。  

 

第15  補助事業の遂行等の命令              （標題を変えて第16から移動）  

　１  知事又は総合振興局長等は、補助事業者が補助金の交付の決定の内容又はこれに付けた条   

　　件に従って補助対象事業を遂行していないと認めるときには、別記第21－１号様式で補助事   

　　業者にその遂行を命ずるものとする。   

　２  知事又は総合振興局長等は、補助事業者が１の命令に従わないときには、別記第21－２号   

　　様式で補助事業者に補助対象事業の一時停止及び是正措置を命ずるものとする。   

　３  知事又は総合振興局長等は、補助事業者が２の命令に従い是正措置を講じたときには、別   

　　記第21－３号様式で補助事業者に一時停止の解除を命ずるものとする。   

　４  知事又は総合振興局長等は、補助事業者が２の命令に従わないときには、補助金の交付の   

　　決定の全部又は一部を取り消すものとし、次の様式で補助事業者に通知するものとする。   

    

   　取消しに係る部分の返還金なし  取消しに係る部分の返還金あり    

      

   　全部の取消し 　　　別記第20－１号様式  　　別記第20－２号様式    

      

     一部の取消し 　　　別記第20－３号様式  　　別記第20－４号様式   

     

  ５　総合振興局長等は、４により補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消そうとするとき   

　　には、あらかじめ農政部長等と協議するものとする。  

 

（第16に移動） 第14　概算払  

 　１　補助事業者は、概算払の申請をしようとするときには、農政第25号様式の補助金等概算払  

 　　申請書に関係書類を添えて、知事又は総合振興局長等に提出するものとする。ただし、第５  

 　　のただし書により補助金等交付申請時に消費税等仕入控除税額を減じて申請を行った補助事  

 　　業者の概算払申請額は、消費税等仕入控除税額を減じて計算した額とするものとする。  

 　２　知事又は総合振興局長等は、概算払をすることと決定したときには、別記第11－１号様式  

 　　で補助事業者に通知するものとする。  

 　３　知事又は総合振興局長等は、運用第９条関係２の(4)の規定により資金不足が生じないと認  

 　　められるときは、別記第11－２号様式により概算払をしない理由を付して補助金等概算払申  

　　請書を提出した者に通知するものとする。  

 

（標題を変えて第14に移動） 第15  事業遂行状況報告              

 　　知事又は総合振興局長等は、規則第11条の規定により補助対象事業の遂行状況報告を必要と  

　するときには、別記第７号様式の事業遂行状況報告書を補助事業者に提出させるものとする。  

 

（標題を変えて第15に移動） 第16  事業の遂行命令               
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 　１  知事又は総合振興局長等は、補助事業者が補助金の交付の決定の内容又はこれに付けた条  

 　　件に従って補助対象事業を遂行していないと認めるときには、別記第12－１号様式で補助事  

 　　業者にその遂行を命ずるものとする。  

 　２  知事又は総合振興局長等は、補助事業者が１の命令に従わないときには、別記第12－２号  

 　　様式で補助事業者に補助対象事業の一時停止及び是正措置を命ずるものとする。  

 　３  知事又は総合振興局長等は、補助事業者が２の命令に従い是正措置を講じたときには、別  

 　　記第12－３号様式で補助事業者に一時停止の解除を命ずるものとする。  

 　４  知事又は総合振興局長等は、補助事業者が２の命令に従わないときには、補助金の交付の  

 　　決定の全部又は一部を取り消すものとし、次の様式で補助事業者に通知するものとする。  

   

  取消しに係る部分の返還金なし  取消しに係る部分の返還金あり  

   

  　全部の取消し 　　　別記第10－１号様式  　　別記第10－２号様式  

   

    一部の取消し 　　　別記第10－３号様式  　　別記第10－４号様式  

   

 　 ５　総合振興局長等は、４により補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消そうとするとき  

　　　には、あらかじめ農政部長等と協議するものとする。  

 

第16　概算払 （第14から移動）  

　１　補助事業者は、概算払の申請をしようとするときには、別記第22号様式の補助金等概算払   

　　申請書に関係書類を添えて、知事又は総合振興局長等に提出するものとする。ただし、第３   

　　のただし書により補助金等交付申請時に消費税等仕入控除税額を減じて申請を行った補助事   

　　業者の概算払申請額は、消費税等仕入控除税額を減じて計算した額とするものとする。   

　２　知事又は総合振興局長等は、概算払をすることと決定したときには、別記第23－１号様式   

　　で補助事業者に通知するものとする。   

　３　知事又は総合振興局長等は、運用第９条関係２の(4)の規定により資金不足が生じないと認   

　　められるときは、別記第23－２号様式により概算払をしない理由を付して補助金等概算払申   

　　請書を提出した者に通知するものとする。  

 

第17　工事の完成等 第17　工事の完成等  

　１　補助事業者は、建設工事の完成又は機械器具の導入が完了したときには、別記第24号様式 　１　補助事業者は、建設工事の完成又は機械器具の導入が完了したときには、農政第150号様式  

　　のしゅん功届又は別記第25－１号様式の機械導入完了報告書に関係書類を添えて、知事又は 　　のしゅん功届又は別記第13－１号様式の機械導入完了報告書に関係書類を添えて、知事又は  

　　総合振興局長等に提出するものとする。 　　総合振興局長等に提出するものとする。  

　２　知事又は総合振興局長等は、規則第13条第２項の規定により建設工事の検査を行うときに 　２　知事又は総合振興局長等は、規則第13条第２項の規定により建設工事の検査を行うときに  

　　は、北海道請負工事検査要領の制定について（昭和46年８月６日付け局総第373号副出納長通 　　は、北海道請負工事検査要領の制定について（昭和46年８月６日付け局総第373号副出納長通  

　　達）、農政部所管工事検査方法書（昭和46年９月14日付け改一第417号農地開拓部長通達）、 　　達）、農政部所管工事検査方法書（昭和46年９月14日付け改一第417号農地開拓部長通達）、  

　　北海道請負工事施行成績評定要領の制定について（平成10年２月18日付け建情第686号農政部 　　北海道請負工事施行成績評定要領の制定について（平成10年２月18日付け建情第686号農政部  

　　長、水産林務部長、建設部長、出納局長通達）、工事施行成績評定基準の設定について（平 　　長、水産林務部長、建設部長、出納局長通達）、工事施行成績評定基準の設定について（平  

　　成14年３月27日付け技管第1228号農政部長、水産林務部長、建設部長通知）及び北海道請負 　　成14年３月27日付け技管第1228号農政部長、水産林務部長、建設部長通知）及び北海道請負  

　　工事施行成績評定要領の運用について（平成22年３月26日付け技管第1317号農政部長、水産 　　工事施行成績評定要領の運用について（平成22年３月26日付け技管第1317号農政部長、水産  

　　林務部長、建設部長通知）を準用してこれを行うものとし、検査結果については別記第25－ 　　林務部長、建設部長通知）を準用してこれを行うものとし、検査結果については別記第13－  

　　２号様式の補助事業等に係る建設工事完成検査調書で明らかにするものとする。 　　２号様式の補助事業等に係る建設工事完成検査調書で明らかにするものとする。  

   

第18　実績の報告等 第18　実績の報告等  

　１　補助事業者は、補助対象事業が完了したとき（補助対象事業の廃止の承認を受けたときを 　１　補助事業者は、補助対象事業が完了したとき（補助対象事業の廃止の承認を受けたときを  

　　含む。）又は道の会計年度が終了したときには、別記第26号様式の補助事業等実績報告書（以 　　含む。）又は道の会計年度が終了したときには、農政第28号様式の補助事業等実績報告書（以  
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　　下「実績報告書」という。）に次に掲げる関係書類を添えて、知事又は総合振興局長等に提 　　下「実績報告書」という。）に次に掲げる関係書類を添えて、知事又は総合振興局長等に提  

　　出するものとする。 　　出するものとする。  

　　　また、実績報告書には、必要に応じて、支出伝票や領収書等、補助事業に要した経費の支 　　　また、実績報告書には、必要に応じて、支出伝票や領収書等、補助事業に要した経費の支  

　　出を証する書面の写しを添付させるものとする。 　　出を証する書面の写しを添付させるものとする。  

　　(1) 事業実績書（別記第２－１号様式。ただし、畜産振興総合対策事業（地域衛生管理体制 　　(1) 事業実績書（農政第２号様式。ただし、畜産振興総合対策事業（地域衛生管理体制整備  

　　　整備事業）のうち整備事業にあっては別記第２－２号様式、ジャガイモシロシストセンチ 　　　事業）のうち整備事業にあっては農政第178号様式、ジャガイモシロシストセンチュウ緊急  

　　　ュウ緊急防除対策事業にあっては別記第２－３号様式） 　　　防除対策事業にあっては農政第192号様式）  

　　(2) 補助金等精算書（別記第27号様式） 　　(2) 補助金等精算書（農政第29号様式）  

　　(3) 事業精算書（別記第28号様式） 　　(3) 事業精算書（農政第31号様式）  

   （4）事業実施実績書（要綱別記様式第１号に準じた書類）    （4）事業実施実績書（要綱別記様式第１号に準じた書類）  

　２　第12の１により補助事業等執行遅延（不能）報告書の提出があり、年度内に補助対象事業 　２　第12の１により補助事業等執行遅延（不能）報告書の提出があり、年度内に補助対象事業  

　　が完了しないときにあっては、道の会計年度が終了した場合における実績報告書に別記第29 　　が完了しないときにあっては、道の会計年度が終了した場合における実績報告書に別記第14  

　　号様式の補助事業遂行計画書を添付するものとする。 　　号様式の補助事業遂行計画書を添付するものとする。  

 

第19　補助金の確定額 第19　補助金の確定額  

　　補助金の確定額は、補助対象事業に要した経費のうち、別表２に掲げる経費の実支出額と交 　　補助金の確定額は、補助対象事業に要した経費のうち、別表２に掲げる経費の実支出額と交  

　付決定した補助対象経費（変更した場合は変更後の補助対象経費とする。）の額とのいずれか 　付決定した補助対象経費（変更した場合は変更後の補助対象経費とする。）の額とのいずれか  

　低い額（以下「補助基本額」という。）に補助率等を乗じて得た額の合計額とする。 　低い額（以下「補助基本額」という。）に補助率等を乗じて得た額の合計額とする。  

   

第20  額の確定 第20  額の確定  

　１　知事又は総合振興局長等は、規則第15条に定める額の確定を通知するときには、別記第30 　１　知事又は総合振興局長等は、規則第15条に定める額の確定を通知するときには、別記第15  

　　－１号様式で行うものとする。 　　－１号様式で行うものとする。  

　２　知事又は総合振興局長等は、額の確定に伴い既に確定額を超える補助金が交付されている 　２　知事又は総合振興局長等は、額の確定に伴い既に確定額を超える補助金が交付されている  

　　ときには、別記第30－２号様式で補助事業者にその超過額の返還を命ずるものとする。 　　ときには、別記第15－２号様式で補助事業者にその超過額の返還を命ずるものとする。  

　３　総合振興局長等は、規則第15条に定める補助金の額を確定したときは、当該補助金に係る 　３　総合振興局長等は、規則第15条に定める補助金の額を確定したときは、当該補助金に係る  

　　交付状況を取りまとめ、別記30－３号様式の補助金交付状況報告書に第18により提出を受け 　　交付状況を取りまとめ、別記15－３号様式の補助金交付状況報告書に第18により提出を受け  

　　た補助事業等実績報告書等の写しを添えて、速やかに（道に対し国庫補助金の全額が概算払 　　た補助事業等実績報告書等の写しを添えて、速やかに（道に対し国庫補助金の全額が概算払  

　　により交付されない場合においては当該事業の完了した日の翌年度の４月10日までに）、知 　　により交付されない場合においては当該事業の完了した日の翌年度の４月10日までに）、知  

　　事に報告するものとする。 　　事に報告するものとする。  

   

第21　額の再確定  第21　額の再確定   

　１　補助事業者は、額の確定後にあって、補助事業に関し、違約金、返還金、保険料その他の 　１　補助事業者は、額の確定後にあって、補助事業に関し、違約金、返還金、保険料その他の  

　　補助金に代わる収入があったこと等により、補助事業に要した経費を減額すべき事情がある 　　補助金に代わる収入があったこと等により、補助事業に要した経費を減額すべき事情がある  

　　場合は、知事又は総合振興局長等に対し、当該経費を減額して作成した実績報告書を第18の 　　場合は、知事又は総合振興局長等に対し、当該経費を減額して作成した実績報告書を第18の  

　　１に準じて提出するものとする。 　　１に準じて提出するものとする。  

　２　総合振興局長等は、１に基づき実績報告書の提出を受けた場合は、第20の１及び２に準じ 　２　総合振興局長等は、１に基づき実績報告書の提出を受けた場合は、第20の１及び２に準じ  

　　て改めて額の確定を行うものとする。 　　て改めて額の確定を行うものとする。  

 

第22  交付決定の取消し及び補助金返還 （第24から移動）  

　１　知事又は総合振興局長等は、第13及び第15の規定のほか、規則第17条により、補助事業者   

　　が次の各号のいずれかに該当する場合には、補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消す   

　　ことができるものとする。   

　　(1) 補助金等を他の用途に使用したとき、又は正当な理由がないのに補助金等を使用しない   

　　　とき。   

　　(2) 虚偽の申請又は虚偽の実績報告により補助金等を過大に請求し、又は受領したとき。   

　　(3) 補助事業等に関して不正に他の補助金等（道以外の者が補助事業者等に対して交付する   

　　　補助金その他の助成を含む。）を重複して受領したとき。   
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　　(4) 規則第23条第１項の規定に違反したとき。   

　　(5) 前各号に掲げる場合のほか、補助事業等に関して、補助金等の交付の決定の内容若しく   

　　　はこれに付した条件その他法令若しくはこれに基づく知事又は総合振興局長等の処分に違   

　　　反したとき、又は不正な行為をしたとき。   

　２　知事又は総合振興局長等は、１について補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消そう   

　　とするときには、次の様式で補助事業者に通知するものとする。   

     

 取消しに係る部分の返還金なし 取消しに係る部分の返還金あり     

     

  全部の取消し  　　別記第20－１号様式  　　　別記第20－２号様式     

     

  一部の取消し  　　別記第20－３号様式  額の確定前　別記第20－４号様式     

  　額の確定後　別記第31号様式     

    

　３　総合振興局長等は、２により補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消そうとするとき   

　　には、あらかじめ農政部長等と協議するものとする。  

 

第23　補助事業に関する帳簿及び書類 第22　帳簿及び書類の備付け  

　１　補助事業者は、要綱第27及び規則第22条の規定により、次の帳簿及び書類を備え、当該補 　１　補助事業者は、要綱第27及び規則第22条の規定により、次の帳簿及び書類を備え、当該補  

　　助事業に要した経費とそれ以外の経費とを区別することができるようこれを整理し、補助事業完 　　助事業に要した経費とそれ以外の経費とを区別することができるようこれを整理し、補助事業完  

　　了の日の属する年度の翌年度から起算して５年間整備保管しなければならないものとする。た 　　了の日の属する年度の翌年度から起算して５年間整備保管しなければならないものとする。た  

　　だし、取得財産がある場合は、処分制限期間中、保管するものとする。 　　だし、取得財産がある場合は、処分制限期間中、保管するものとする。  

  　(1) 法令等の許認可に関する書類   　(1) 法令等の許認可に関する書類  

  　(2) 補助申請及び補助金交付に関する書類   　(2) 補助申請及び補助金交付に関する書類  

  　(3) 契約書、承諾書、調査成果品等の事業実施に関する書類、入札関係書類、請負契約書、   　(3) 契約書、承諾書、調査成果品等の事業実施に関する書類、入札関係書類、請負契約書、  

  　　実施設計書、出来高設計書及び履行証明書等の工事施工関係書類 　　　実施設計書、出来高設計書及び履行証明書等の工事施工関係書類  

  　(4) 受益者の負担に関する書類   　(4) 受益者の負担に関する書類  

  　(5) 会計に関する書類   　(5) 会計に関する書類  

  　(6) 財産管理台帳（要綱別記様式第10号)その他必要な帳簿及び書類   　(6) 財産管理台帳（要綱別記様式第10号)その他必要な帳簿及び書類  

　２　前項に基づき作成、整備及び保管すべき帳簿、証拠書類、証拠物、台帳その他関係書類の 　２　前項に基づき作成、整備及び保管すべき帳簿、証拠書類、証拠物、台帳その他関係書類の  

　　うち、電磁的記録により作成、整備及び保管が可能なものは、電磁的記録によることができ 　　うち、電磁的記録により作成、整備及び保管が可能なものは、電磁的記録によることができ  

　　る。 　　る。  

 

第24　財産の処分の制限 第23　財産の処分  

　１　補助事業者は、補助対象事業により取得し、又は効用の増加した財産で、次に掲げるもの 　１　補助事業者は、補助対象事業により取得し、又は効用の増加した財産で、次に掲げるもの  

　　を、補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、取り壊し、又は担保 　　を、補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、取り壊し、又は担保  

　　に供しようとするときには、知事又は総合振興局長等に対し、「補助事業等により取得し、 　　に供しようとするときには、知事又は総合振興局長等に対し、「補助事業等により取得し、  

　　又は効用の増加した財産の処分等の承認基準について」（平成20年５月23日付け20経第385農 　　又は効用の増加した財産の処分等の承認基準について」（平成20年５月23日付け20経第385農  

　　林水産省大臣官房経理課長通知）の定めるところにより財産処分の承認申請を行い、その承 　　林水産省大臣官房経理課長通知）の定めるところにより財産処分の承認申請を行い、その承  

　　認を得るものとする。 　　認を得るものとする。  

　　(1) 不動産 　　(1) 不動産  

　　(2) 船舶、航空機、浮標、浮さん橋及び浮ドック 　　(2) 船舶、航空機、浮標、浮さん橋及び浮ドック  

　　(3) 前２号に掲げるものの従物 　　(3) 前２号に掲げるものの従物  

　　(4) １件当たりの取得価格が50万円以上の機械及び器具 　　(4) １件当たりの取得価格が50万円以上の機械及び器具  

　２  １の規定は、補助事業者が補助金の全部に相当する額を道に納付した場合又は減価償却資 　２  １の規定は、補助事業者が補助金の全部に相当する額を道に納付した場合又は減価償却資  

　　産の耐用年数に関する省令（昭和40年大蔵省令第15号。以下「大蔵省令」という。）で定め 　　産の耐用年数に関する省令（昭和40年大蔵省令第15号。以下「大蔵省令」という。）で定め  

　　る耐用年数（国庫補助事業で大蔵省令に定めのない財産については、農林水産大臣が別に定 　　る耐用年数（国庫補助事業で大蔵省令に定めのない財産については、農林水産大臣が別に定  
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　　める年数）に相当する期間を経過した場合は、この限りではない。 　　める年数）に相当する期間を経過した場合は、この限りではない。  

　　　なお、補助事業を行うに当たって、補助対象物件を担保に供し、自己資金の全部又は一部 　　　なお、補助事業を行うに当たって、補助対象物件を担保に供し、自己資金の全部又は一部  

　　を国が行っている制度融資から融資を受ける場合であって、かつ、その内容（金融機関名、 　　を国が行っている制度融資から融資を受ける場合であって、かつ、その内容（金融機関名、  

　　制度融資名、融資を受けようとする金額、償還年数、その他必要な事項）が補助金等交付申 　　制度融資名、融資を受けようとする金額、償還年数、その他必要な事項）が補助金等交付申  

　　請書に具体的に記載してある場合は、次の条件により第６の補助金の交付決定通知をもって 　　請書に具体的に記載してある場合は、次の条件により第６の補助金の交付決定通知をもって  

　　知事又は総合振興局長等の承認があったものとする。 　　知事又は総合振興局長等の承認があったものとする。  

　　(1) 担保権が実行される場合は、残存簿価又は時価評価額のいずれか高い金額に補助率を乗 　　(1) 担保権が実行される場合は、残存簿価又は時価評価額のいずれか高い金額に補助率を乗  

　　　じた金額を納付すること。 　　　じた金額を納付すること。  

    (2) 本来の交付目的の遂行に影響を及ぼさないこと。     (2) 本来の交付目的の遂行に影響を及ぼさないこと。  

　３　知事又は総合振興局長等は、１の申請に係る承認又は不承認について、別記第32号様式で 　３　知事又は総合振興局長等は、１の申請に係る承認又は不承認について、別記第16号様式で  

　　補助事業者に通知するものとする。 　　補助事業者に通知するものとする。  

　４　総合振興局長等は、３の通知をするに当たっては、申請書の写しを添えてあらかじめ農政 　４　総合振興局長等は、３の通知をするに当たっては、申請書の写しを添えてあらかじめ農政  

　　部長等と協議するものとする。 　　部長等と協議するものとする。  

 

（第22へ移動） 第24  交付決定の取消し及び補助金返還  

 　１　知事又は総合振興局長等は、第13及び第16の規定のほか、規則第17条により、補助事業者  

 　　が次の各号のいずれかに該当する場合には、補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消す  

 　　ことができるものとする。  

 　　(1) 補助金等を他の用途に使用したとき、又は正当な理由がないのに補助金等を使用しない  

 　　　とき。  

 　　(2) 虚偽の申請又は虚偽の実績報告により補助金等を過大に請求し、又は受領したとき。  

 　　(3) 補助事業等に関して不正に他の補助金等（道以外の者が補助事業者等に対して交付する  

 　　　補助金その他の助成を含む。）を重複して受領したとき。  

 　　(4) 規則第23条第１項の規定に違反したとき。  

 　　(5) 前各号に掲げる場合のほか、補助事業等に関して、補助金等の交付の決定の内容若しく  

 　　　はこれに付した条件その他法令若しくはこれに基づく知事又は総合振興局長等の処分に違  

 　　　反したとき、又は不正な行為をしたとき。  

 　２　知事又は総合振興局長等は、１について補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消そう  

 　　とするときには、次の様式で補助事業者に通知するものとする。  

     

  取消しに係る部分の返還金なし 取消しに係る部分の返還金あり    

     

   全部の取消し  　　別記第10－１号様式  　　　別記第10－２号様式    

     

   一部の取消し  　　別記第10－３号様式  額の確定前　別記第10－４号様式    

   　額の確定後　別記第17号様式    

    

 　３　総合振興局長等は、２により補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消そうとするとき  

　　には、あらかじめ農政部長等と協議するものとする。  

 

第25　特例措置　　 　　　　　 第25　特例措置　　 　　　　　  

　　補助対象事業の交付決定前着手（着工）については、次のとおり取り扱うものとする。 　　補助対象事業の交付決定前着手（着工）については、次のとおり取り扱うものとする。  

　  (1) 補助対象事業の着手及び着工（機械の発注を含む。以下「着手という。」）は、原則とし 　  (1) 補助対象事業の着手及び着工（機械の発注を含む。以下「着手という。」）は、原則とし  

　　　て、第６に定める補助金の交付の決定の通知を受けて行うものとするが、地域の実情に応 　　　て、第６に定める補助金の交付の決定の通知を受けて行うものとするが、地域の実情に応  

　　　じて事業の効果的な実施を図る上で、緊急、かつ、やむを得ない事情により、補助金の交 　　　じて事業の効果的な実施を図る上で、緊急、かつ、やむを得ない事情により、補助金の交  

　　　付決定の前に着手する必要がある場合には、補助事業者は、交付決定前着手（着工）届（実 　　　付決定の前に着手する必要がある場合には、補助事業者は、交付決定前着手（着工）届（実  

　　　施要領別記様式第１号）をあらかじめ知事又は総合振興局長等に提出するものとする。 　　　施要領別記様式第１号）をあらかじめ知事又は総合振興局長等に提出するものとする。  
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    (2) 総合振興局長等は、(1)により、補助事業者から交付決定前着手（着工）届の提出を受け     (2) 総合振興局長等は、(1)により、補助事業者から交付決定前着手（着工）届の提出を受け  

　　　た場合は、その必要性を十分検討の上、速やかに農政部長等に報告するものとする。 　　　た場合は、その必要性を十分検討の上、速やかに農政部長等に報告するものとする。  

   

第26　補助事業者等に対する調査等 第26　補助事業者等に対する調査等  

    知事又は総合振興局長等は、補助金に係る予算の執行の適正を期するため必要があると認め     知事又は総合振興局長等は、補助金に係る予算の執行の適正を期するため必要があると認め  

　るときは、規則第23条の２により補助事業者及び事業実施主体に対し、報告を求め、又はその 　るときは、規則第23条の２により補助事業者及び事業実施主体に対し、報告を求め、又はその  

　職員に、帳簿及び書類その他の物件を調査させ、若しくは関係者に質問させることができるも 　職員に、帳簿及び書類その他の物件を調査させ、若しくは関係者に質問させることができるも  

　のとする。 　のとする。  

   

第27　成果報告 第27　成果報告  

　１　補助事業者は、事業を実施した翌年度（畜産振興総合対策事業（地域衛生管理体制整備事 　１　補助事業者は、事業を実施した翌年度（畜産振興総合対策事業（地域衛生管理体制整備事  

　　業）のうち整備事業にあっては、事業を実施した年度から起算して３か年経過した年度。２ 　　業）のうち整備事業にあっては、事業を実施した年度から起算して３か年経過した年度。２  

　　において同じ。）の６月末までに、要綱第30の１に定める成果報告書（要綱別記様式第13号） 　　において同じ。）の６月末までに、要綱第30の１に定める成果報告書（要綱別記様式第13号）  

　　を知事又は総合振興局長等に提出するものとする。 　　を知事又は総合振興局長等に提出するものとする。  

　２　総合振興局長等は、１により提出のあった成果報告書を７月15日までに農政部長等に提出 　２　総合振興局長等は、１により提出のあった成果報告書を７月15日までに農政部長等に提出  

　　するものとする。 　　するものとする。  

 

第28　電子メールによる申請等 （新設） 要綱例の必須規定

　　補助事業者は、補助金の交付の申請、届出、その他この補助事業に関し道に行う通知につい  の追加 

　ては、当該申請等に係る書類の電磁的記録を、別に指定する電子メールアドレスに電子メール   

　を送信する方法により行うことができる。  

 

第29　補助金の交付等に関する権限の委任 （新設） 要綱例の必須規定

    この補助金の交付決定、補助金の額の確定その他補助金の交付に関する知事の権限は、総合  の追加

　振興局長等に委任するものとする。（全道の区域にわたる事業を行う場合を除く。）

附則  （平成１７年７月１５日付け支援第４３１号） 附則  （平成１７年７月１５日付け支援第４３１号） 

１　この要領は、平成１７年７月１５日から施行する。 １　この要領は、平成１７年７月１５日から施行する。 

２  この要領の施行に伴い、病害虫防除対策事業実施要領（平成12年３月30日付け農改第2515号 ２  この要領の施行に伴い、病害虫防除対策事業実施要領（平成12年３月30日付け農改第2515号

　農政部長通知）は廃止する。 　農政部長通知）は廃止する。 

３　この要領の施行前に、実施要綱又は次に掲げる要綱等の規定により提出された事業実施計画 ３　この要領の施行前に、実施要綱又は次に掲げる要綱等の規定により提出された事業実施計画

　書は、この要領第２の規定により提出された事業実施計画書とみなす。 　書は、この要領第２の規定により提出された事業実施計画書とみなす。 

  (1) 北海道生産振興総合対策事業実施要綱（平成14年４月１日付け農産第２号農政部長通知）   (1) 北海道生産振興総合対策事業実施要綱（平成14年４月１日付け農産第２号農政部長通知） 

  (2) 病害虫防除対策事業実施要領（平成12年３月30日付け農改第2515号農政部長通知）   (2) 病害虫防除対策事業実施要領（平成12年３月30日付け農改第2515号農政部長通知） 

  (3) 北海道トレーサビリティシステム導入促進事業実施要領（平成15年４月１日付け食安第31   (3) 北海道トレーサビリティシステム導入促進事業実施要領（平成15年４月１日付け食安第31 

   号農政部長通知）    号農政部長通知） 

  (4) 北の大地のめぐみ愛食総合推進事業実施要領（平成16年４月１日付け食安第10552号農政部   (4) 北の大地のめぐみ愛食総合推進事業実施要領（平成16年４月１日付け食安第10552号農政部

    長通知）     長通知） 

４　この要領の施行前に３に掲げられた要綱等の規定により提出された補助金等交付申請書は、 ４　この要領の施行前に３に掲げられた要綱等の規定により提出された補助金等交付申請書は、

　この要領第４の規定により提出された補助金等交付申請書とみなす。 　この要領第４の規定により提出された補助金等交付申請書とみなす。 

５　この要領に定めるもののほか、食の安全・安心確保事業の実施に関し必要な事項は、別に定 ５　この要領に定めるもののほか、食の安全・安心確保事業の実施に関し必要な事項は、別に定

　める。 　める。 

  

附則（平成１９年７月９日付け支援第５７０号） 附則（平成１９年７月９日付け支援第５７０号） 

１　この要領は、平成１９年７月９日から施行する。 １　この要領は、平成１９年７月９日から施行する。 

２　この要領の施行前に、実施要綱の規定により提出された事業実施計画書は、この要領第２の ２　この要領の施行前に、実施要綱の規定により提出された事業実施計画書は、この要領第２の

　規定により提出された事業実施計画書とみなす。 　規定により提出された事業実施計画書とみなす。 
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附則（平成２５年５月３１日付け経営第４４１号） 附則（平成２５年５月３１日付け経営第４４１号） 

１　この要領は、平成２５年５月３１日から施行する。 １　この要領は、平成２５年５月３１日から施行する。 

２　１の規定にかかわらず、別表１及び別表２を改正する改正規定は、平成２５年５月１６日か ２　１の規定にかかわらず、別表１及び別表２を改正する改正規定は、平成２５年５月１６日か

　ら適用する。 　ら適用する。 

  

附則（平成２６年４月１日付け経営第４号） 附則（平成２６年４月１日付け経営第４号） 

１　この要領は、平成２６年４月１日から施行する。 １　この要領は、平成２６年４月１日から施行する。 

  

附則（平成２６年１１月２７日付け経営第1315号） 附則（平成２６年１１月２７日付け経営第1315号） 

１　この要領は、平成２６年１１月２７日から施行する。 １　この要領は、平成２６年１１月２７日から施行する。 

  

附則（平成２７年４月９日付け経営第６４号） 附則（平成２７年４月９日付け経営第６４号） 

１　この要領は、平成２７年４月９日から施行する。 １　この要領は、平成２７年４月９日から施行する。 

  

附則（平成２７年１１月１１日付け経営第１２８１号） 附則（平成２７年１１月１１日付け経営第１２８１号） 

１　この要領は、平成２７年１１月１１日から施行する。 １　この要領は、平成２７年１１月１１日から施行する。 

２　１の規定にかかわらず、この要領第９の２及び別記様式を改正する改正規定は、平成２７年 ２　１の規定にかかわらず、この要領第９の２及び別記様式を改正する改正規定は、平成２７年

　１０月１日から適用する。 　１０月１日から適用する。 

  

附則（平成２８年４月１日付け経営第３号） 附則（平成２８年４月１日付け経営第３号） 

１　この要領は、平成２８年４月１日から施行する。 １　この要領は、平成２８年４月１日から施行する。 

  

附則（平成３０年３月３０日付け経営第１８８３号） 附則（平成３０年３月３０日付け経営第１８８３号） 

１　この要領は、平成３０年４月１日から施行する。 １　この要領は、平成３０年４月１日から施行する。 

  

附則（令和元年（2019年）９月２６日付け経営第８２３号） 附則（令和元年（2019年）９月２６日付け経営第８２３号） 

１　この要領は、令和元年（2019年）９月２６日から施行する。 １　この要領は、令和元年（2019年）９月２６日から施行する。 

  

附則（令和２年（2020年）５月８日付け経営第２６７号） 附則（令和２年（2020年）５月８日付け経営第２６７号） 

１　この要領は、令和２年（2020年）５月８日から施行する。 １　この要領は、令和２年（2020年）５月８日から施行する。 

２  １の規定にかかわらず、別表１、別表２及び別記様式を改正する改正規定は、令和２年４月 ２  １の規定にかかわらず、別表１、別表２及び別記様式を改正する改正規定は、令和２年４月

　１日から適用する。 　１日から適用する。 

  

附則（令和３年５月１３日付け経営第２１４号） 附則（令和３年５月１３日付け経営第２１４号） 

１　この要領は、令和３年５月１３日から施行する。 １　この要領は、令和３年５月１３日から施行する。 

２  １の規定にかかわらず、本文、別表１、別表２及び別記様式を改正する改正規定は、令和３ ２  １の規定にかかわらず、本文、別表１、別表２及び別記様式を改正する改正規定は、令和３

　年４月１日から適用する。    　年４月１日から適用する。    

  

附則（令和４年５月２３日付け経営第１９１号） 附則（令和４年５月２３日付け経営第１９１号） 

１　この要領は、令和４年５月２３日から施行する。  １　この要領は、令和４年５月２３日から施行する。  

２　１の規定にかかわらず、この要領は令和４年４月１日から適用する。 ただし、この改正通知 ２　１の規定にかかわらず、この要領は令和４年４月１日から適用する。 ただし、この改正通知

　の施行前に改正前の第２に定めるところにより事業実施計画承認申請があった場合は、なお従 　の施行前に改正前の第２に定めるところにより事業実施計画承認申請があった場合は、なお従

　前の例によることができる。 　前の例によることができる。 

  

附則（令和５年４月24日付け経営第1297号） 附則（令和５年４月24日付け経営第1297号） 

１　この要領は、令和５年４月24日から施行する。 １　この要領は、令和５年４月24日から施行する。 
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附則（令和６年４月３日付け経営第20号） 附則（令和６年４月３日付け経営第20号） 

１　この要領は、令和６年４月３日から施行する。 １　この要領は、令和６年４月３日から施行する。 

２  １の規定にかかわらず、本文、別表１、別表２及び別記様式を改正する改正規定は、令和６ ２  １の規定にかかわらず、本文、別表１、別表２及び別記様式を改正する改正規定は、令和６

　年４月１日から適用する。 　年４月１日から適用する。 

  

附則（令和７年４月30日付け経営第206号） 附則（令和７年４月30日付け経営第206号） 

１　この要領は、令和７年４月30日から施行する。 １　この要領は、令和７年４月30日から施行する。 

２  １の規定にかかわらず、本文、別表１、別表２及び別記様式を改正する改正規定は、令和７ ２  １の規定にかかわらず、本文、別表１、別表２及び別記様式を改正する改正規定は、令和７

　年４月１日から適用する。 　年４月１日から適用する。 

  

附則（令和８年３月26日付け経営第1725号） 

１　この要領は、令和８年４月１日から施行する。  

２　１の規定にかかわらず、本文及び別記様式を改正する改正規定は、令和８年４月１日から適

　用する。 
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 消費・安全対策事業補助金交付事務取扱要領の新旧対照表（別表１）
 

 改正後 現　行 改正理由
 
 事業名 事業内容 事業実施主体 補助 事業名 事業内容 事業実施主体 補助

率 率

２　農 　略 (1)及び(2)の事業 国１ ２　農 　略 (1)及び(2)の事業 国１ ○国要綱改正に
業生産 市町村 ／２ 業生産 市町村 ／２ 　よる整理（す
資材安 農業協同組合 以内 資材安 農業協同組合 以内 　でに対象外と
全使用 （削除） 全使用 農事組合法人 　なっている） 
等総合 農業協同組合中央会 等総合 農業協同組合中央会  
推進事 農業協同組合連合会 推進事 農業協同組合連合会 
業 （ヘ 特認団体 業 （ヘ 特認団体 
プタク 営農集団（注４） プタク 営農集団（注４） 
ロル残 (3)の事業 ロル残 (3)の事業 
留等対 市町村  留等対 市町村  
策事業 農業協同組合 策事業 農業協同組合 
・農薬 経済農業協同組合連合 ・農薬 経済農業協同組合連合
適正使 会 適正使 会 
用推進 特認団体（農薬製造者 用推進 特認団体（農薬製造者
事業) 等を除く。） 事業) 等を除く。）
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 消費・安全対策事業補助金交付事務取扱要領の新旧対照表（様式）

 

改正後 現　行 改正理由

（新設） ○交付要綱制定

 　に伴う旧農政

 　様式の組入れ 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

                                                          

                                                     

      

  

  

                                                     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別記第１号様式（第４の１関係） 

 

年度  補助 金等交付申請 書 

 

年  月  日  

 

北海道知事        様 

 

住所                

申請者                  

氏名（法人の場合は、法人の
名称及び代表者の氏名

 ）   

 

 

事業（事務）名                    

 

上記の事業（事務）に関し補助金等の交付を受けたいので、関係書類を添えて申請し

ます。 

 

記 

 

１ 事業（事務）の目的及びその概要 

 

 

 

 

２ 事業（事務）の着手及び完了の予定期日 

 

着手      年  月  日 

完了      年  月  日 

 

３ 補助金等交付申請額 金            円 

 

 

 

本件責任者 氏名・連絡先          

   担 当 者 氏名・連絡先          
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 （新設）  

  

  

  

  

  

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                 

                                                         

 

 

別記第２－１号様式（第４の１、第18の１(1)関係） 

 

事 業 計 画 （ 実 績 ） 書 

 

設 立 年 月 日  

申 請 者 の 営 む 

主 な 事 業 
 

補 助 事 業 等 の 

内 容 
 

補 助 事 業 等 の 

実施による効果

（ 成 果 ） 

 

備 考  

注 １ 補助事業等の内容は、詳細に記載すること。 

２ 補助金等の交付を受けようとする者が法人以外の団体の場合にあっては、その

運営の状況を「備考」欄に記載すること。 

３ 事業主体が地方公共団体であるときは、「設立年月日」及び「申請者の営む主な

事業」欄は削除して使用すること。 

４ 「補助事業等の実施による効果（成果）」欄は、具体的な数値を用いるなど詳細

かつ具体的に記載することとし、交付申請の場合は補助事業の実施による効果を、

実績報告の場合は補助事業の実施による成果を記載すること。 
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別記第２－２号様式（第４の１、第18の１(1)関係） 

 

消費・安全対策事業計画（実績）書 

  

１ 消費・安全対策事業（整備事業）の対象となる事業の内容等 

事業区分 
事業実施主体 

 

  工期 

事業費 
 

負担区分 担保 
 
 

金融機関名 

融資名 

融資金額 
償還年数 

その他 
 

備 考 設置箇所又は 
設置場所 

 

事業内容 
（構造規格、能力等） 

 

着工 
（予定） 
年月日 

 

竣工 
（予定） 
年月日 

 

国 庫 
（補助） 
相当額 

市町村費 

 

その他 

 

 
   

  円 円 円 円 
  

小計           

 
           

小計           

計           

 （注）１ この様式は、消費・安全対策事業（整備事業）に係る補助金の交付を申請し、又は当該事業に関し実績報告をする場合に使用すること。 

２ 「事業区分」欄には、「畜産振興総合対策事業（地域衛生管理体制整備事業）」と記載すること。 

    ３ 「担保」欄には、補助対象物件を担保に供し、自己資金の全部又は一部について融資を受けようとする場合に、金融機関名、融資名、融資を受

けようとする金額、償還年数、その他必要な事項を記入すること。 

    ４ 「備考」欄には、事業種目ごと、事業実施主体ごとに消費税等仕入控除税額について、これを減額した場合には「減額した金額  円、うち国

費相当額  円」と、同税額がない場合には「該当なし」と、同税額が明らかでない場合には「含税額」とそれぞれ記入すること。 

    ５ 交付申請の場合は補助対象事業費等の積算根拠となる資料、実績報告の場合は出来高設計書及び財産管理台帳を添付すること。 

 ２ 事業実施による効果 

 

 （注）交付申請の場合は実施により期待される効果を、実績報告の場合は実施による成果を具体的に記載すること。 
 



- 4 -

  

 （新設） 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

   

   

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

別記第２－３号様式（第４の１、第 18 の１(1）関係） 

 

   年度ジャガイモシロシストセンチュウ緊急防除対策事業実施計画（実績）書 

 

１ 事業の実施計画 

（１）ジャガイモシロシストセンチュウの発生状況調査 

区域名 対象面積（ha） 調査回数 備考

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）ジャガイモシロシストセンチュウの発生確認調査 

区域名 対象面積（ha） 調査回数 備考

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）ジャガイモシロシストセンチュウの防除 

  ア 防除計画の策定   

項目 実施時期 内容 備考

 

 

 

 

 

 

 

 

   

イ 植物防疫官が命ずる廃棄の対象となる植物の買上げ並びに当該植物及びこれと併せて 

廃棄の命令の対象となる容器包装の廃棄 

 

  （植物の買上げ） 

植物の種類 買上げ数量（kg） 備考

 

 

 

 

 

 

    ※実績報告をする場合は、植物の買上げに要した経費の詳細が分かる資料を添付すること 

 

（植物等の廃棄） 

植物等の種類 廃棄数量（kg） 備考

 

 

 

 

 

 

  

 ウ 土壌消毒及び対抗植物の栽培 

  （土壌消毒） 

区域名 対象面積（㎡） 消毒方法 備考

  

 

 

 

 

 

  

 （対抗植物の栽培） 

植物の種類 栽培面積（㎡） 備考

 

 

 

 

 

 

   

エ 防除に係る周知及び指導に係る取組 

項目 実施時期 取組内容 備考

 

 

 

 

 

 

 

 

   

オ 関係機関との調整 

項目 実施時期 内容 備考
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カ その他 

項目 実施時期 取組内容 備考

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 経費の配分 

項 目 費 用（円） 備考 

１ ジャガイモシロシストセンチュウ

の発生状況調査 

（１）発生状況調査 

 

（２）試料送付 

 

（３）取りまとめ費用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ ジャガイモシロシストセンチュウ

の発生確認調査 

（１）発生確認調査 

 

（２）試料送付 

 

（３）取りまとめ費用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ ジャガイモシロシストセンチュウ

の防除 

（１）防除計画の策定 

 

（２）植物防疫官が命ずる廃棄の対象

となる植物の買上げ並びに当該植

物及びこれと併せて廃棄の命令の

対象となる容器包装の廃棄 

 

（３）土壌消毒及び対抗植物の栽培 

 

（４）防除の実施に係る周知及び指導

に係る取組 

 

（５）関係機関との調整 

 

（６）その他 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

合 計 

 

 

 

 

 

 

 

（注）１ 必要に応じて、各経費の内訳を設けて記入すること。 

   ２ 積算資料を添付すること。 

 

３ その他特記事項 

 

４ 添付資料 

  植物の買上げに要する経費の見積額の算出基礎（過去５年間の販売単価及び生産量の分かる資料） 

  

注：この様式は、ジャガイモシロシストセンチュウ緊急防除事業に要する経費に係る補助金の交付を申請し、又は

当該補助金に関し実績報告をする場合に使用すること。 
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 （新設） 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

別記第３号様式（第４の１関係） 

 

補助金等交付申請額算出調書 

 

区 分 

補助事業等に要 

する経費    

補助対 

 

象経費 

補助基準

により算

出した額 

補 助 

 

基本額 

補助率 

補助金等 

交付申請 

額 

備 考 

単価 数量 金額 

 
円 

 
円 円 円 円 

 
円 

 

          

          

          

合 計          

 

注 １ 「区分」欄には、事務又は事業の名称（必要があるときは、細分された項目等

当該補助事業等において区分すべきこととされている事項）を記載すること。 

２ 「補助事業等に要する経費」欄には、当該補助事業等に係る経費の総額を記載

するものとし、「単価」、「数量」欄が不用のときは斜線で抹消すること。 

３ 「補助対象経費」欄には、当該補助事業等のうち、補助の対象となる部分に係

る経費の額を記載すること。 

４ 「補助基準により算出した額」欄には、補助基準（額）が定められているとき

はその基準により算出した額を記載し、補助基準が定められていないときは斜線

で抹消すること。 

５ 「補助基本額」欄には、当該補助金等の算出の基礎となるべき額を記載すること。

６ 定額補助の場合は、「補助率」欄を斜線で抹消すること。 
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 （新設）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別記第４号様式（第４の１関係） 

 

経 費 の 配 分 調 書 

 

区  分 

補助事
業等に
要する
経 費 

負  担  区  分 

備  考道費補助 
（申請）
額    

自 己 
負担額 

道費補
助金以
外の補
助金等
の 額 

寄附金 その他 

 
円 円 円 円 円 円 

 

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

合  計        

 

注 １ 「区分」欄には、経費名又は細分された事業（事務）名を記載すること。 

２ 「負担区分」欄中「その他」の欄には、当該補助事業等に要する経費を支弁す

るための財源として、「道費補助（申請）額」欄、「自己負担額」欄、「道費補助金

以外の補助金等」欄又は「寄附金」欄に記載すべき収入金以外の収入金があると

きは、その額を記載し、かつ、その収入金の内容を「備考」欄に記載すること。

３ 「備考」欄には、必要に応じ積算の基礎その他必要な事項を記載すること。 

４ 「負担区分」欄を「道費補助（申請）額、自己負担額、道費補助金以外の補助

金等、寄附金、その他」以外に細分する必要がある場合は、適宜欄を追加して使

用すること。 
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  （新設）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別記第５号様式（第４の１関係） 

 

事 業 予 算 書 

 

事業（事務）名              

 

収入の部 

科   目 
金 額 備          考 

款 項 目 節 

    
円 

 

      

      

 

支出の部 

科   目 
金 額 備          考 

款 項 目 節 

    
円 

 

      

      

 

上記のとおり議決されていることを証明します。 

年  月  日 

○○市（町村）長（氏   名）   

 

注 １ この様式には、当該補助事業等に係る予算のみを記載すること。 

２ 当該補助事業等に係る予算が議決されていない場合は、この様式中「上記のと

おり議決されていることを証明します。」を「上記のとおり予算案を提出すること

を確約します。」に改めて使用すること。 

３ 補助事業者等が市町村である場合は、「収入の部」には当該補助事業等に係る特

定財源（道費補助金、国庫支出金、地方債等）のみを記載し、備考欄に予算の区

分（一般会計又は特別会計）を記載すること。 

４ 「科目」欄の区分は、標準を示したものであるので補助事業等における通常の

予算区分がこれと異なるときは、その区分に従い記載して差し支えない。 

５ 市町村以外の者がこの様式を使用する場合は、この様式中「○○市（町村）長

（氏名）□印」を訂正して使用すること。 

６ 「備考」欄には、必要に応じ、算出基礎その他必要な事項を記載すること。 
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別記第６号様式（第４の１関係） 

資 金 収 支 計 画 書                                （単位 千円） 

  月 

４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12 １ ２ ３ ４ 計 備 考 区
分

 

 科 

目 
 

収 
 
 

入 

                

                

                

                

計                

支 
 
 

出 

                

                

                

                

計                

収支 当月分                

差額 累 計                

 

注 １ この計画書は、補助事業等に係る月別収支計画について作成すること。ただし、申請者が地方公共団体である場合、当該

補助事業等が実績で申請すべきこととされているものである場合及び当該補助事業等の内容が建設工事である場合について

は、この計画書の作成を要しないものとする。 

２ 当該補助事業等の実施のために借り入れた金額がある場合は、「科目」欄に「借入金」と記載し、かつ、借り入れた月に当

該借入金の額を表示すること。 
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 別記第７号様式（第４の３関係）                                                          別記第１号様式（第４関係）                                                          

                                                                                                                                                                                

                        納　税　対　応　状　況　申　出　書                                                      納　税　対　応　状　況　申　出　書                       

                                                                                                                                                                          

  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　年    月    日                  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　年    月    日          

  　　北海道知事　　様                                                                    　　北海道知事　　様                                                            

 （　　　総合振興局長（振興局長））                                                      （　　　総合振興局長（振興局長））                                               

                                                                                                                                                                          

                        　   　　　　　 　補 助 事 業 者（団体等名及び代表者氏名）                                 　    　補 助 事 業 者（団体等名及び代表者氏名）,          

                                                                                                                                                                           

    （以下、略）   （以下、略）

別記第８－１号様式（第６の１関係） 別記第２－１号様式（第６－１関係） 

  

   （以下、略）   （以下、略）

別記第８－２号様式（第６の１関係） 別記第２－２号様式（第６－１関係） 

  

   （以下、略）   （以下、略）

別記第８－３号様式（第６の２関係） 別記第２－３号様式（第６－２関係） 

   

   （以下、略）   （以下、略）

別記第９号様式（第６の３(2)関係）                                                     別記第３号様式（第６－３関係）                                                     

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　 　　　（記号）第　　　　号　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　 　（記号）第　　　　号　　 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　     　　　　 　　　 　　 　年 　月　 日   　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　     　　　　 　　　 　　 　年 　月　 日   

                                                                                                                                                              

　　　北海道知事　　様                                                         　　　北海道知事　　様                                                         

（　　総合振興局長（振興局長））                                               （　　総合振興局長（振興局長））                                                

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　補助事業者名　                　　　　　　　　　　　　　　　　　　      　　　　　　　　　補助事業者名　,              

      （以下、１～４　略）   （以下、１～４　略）

      （注）略   （注）本文略

 　  (1) 消費税確定申告書の写し（税務署の受付済のもの）    (1) 消費税確定申告書の写し（税務署の収受印のあるもの） 

  

      （５、６　略）   （５、６　略）

   　 （注）本文略   （注）本文略

 　  ・　免税事業者の場合は、～中略～　確定申告書の写し（税務署の受付済のもの）    ・　免税事業者の場合は、～中略～　確定申告書の写し（税務署の収受印のあるもの） 

   　  ・　簡易課税制度の適用を受ける事業者の場合は、補助事業実施年度における消費税確定    ・　簡易課税制度の適用を受ける事業者の場合は、補助事業実施年度における消費税確定

　　　申告書（簡易課税用）の写し（税務署の受付済のもの） 　　 申告書（簡易課税用）の写し（税務署の収受印のあるもの） 

   

                                            本件責任者　氏名・連絡先                （新設） 

                                        　　担　当　者　氏名・連絡先                

  

  注１　この報告書には、３の金額の内訳を記載した書面（別紙「補助金に係る消費税等仕　　  注１　この報告書には、３の金額の内訳を記載した書面（別紙「補助金に係る消費税等仕 

　　入控除税額の内訳」）を添付すること。 　 入控除税額の内訳」）を添付すること。
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 別記第10号様式（第６の５関係）                                                 別記第４号様式（第６－５関係）                                      

 　　　　　　　　　　　　　　　　　             　　（記号）第　　　　　号　    　　　　　　　　　　　　　　　　　             　　（記号）第　　　　　号　 

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　             　　　年　　月　　日      　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　             　　　年　　月　　日   

                                                                                 

 （補助事業者）　様                                                             （補助事業者）　様                                           

                                                                                 

 　　　　　　　　                　　　　　　      　　　　北海道知事　印       　　　　　　　　                　　　　　　      　　　　北海道知事　印     

　 　　　　　　　　　　                　　　（　　　総合振興局長（振興局長）） 　 　　　　　　　　　　                　　　（　　　総合振興局長（振興局長））

  （新設） 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

別記第11号様式（第７の１関係） 
 

年度補助金等交付申請取下書 

 

年  月  日   

 

 

   北海道知事       様 

 

 
住所                

補助事業者等   法人の場合は、法人の     
氏名                

名称及び代表者の氏名     
 

 

事業（事務）名                     

上記の事業（事務）に関して、    年  月  日付け（記号）第   号指令

で補助金等の交付の決定を受けましたが、次の理由によりその交付申請を取り下げます。 

（取下げの理由） 

 

 

本件責任者 氏名・連絡先           

担 当 者 氏名・連絡先           

 

 

注 １ この様式は、補助金等の交付の決定の内容及びこれに付された条件に不服があ

る場合において、当該交付申請を取り下げるときに使用すること。 

２ この様式には、取下げの理由の参考となる事項を記載した書類を添付すること。 
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  （新設）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別記第12号様式（第１０の１関係） 

 

年度補助事業等変更承認申請書 

 

年  月  日   

 

 

   北海道知事       様 

 

 
住所                

補助事業者等    法人の場合は、法人の     
氏名                

名称及び代表者の氏名     
 

 

事業（事務）名                     

    年  月  日付け（記号）第   号指令で補助金等の交付の決定を受け

た上記の事業（事務）について、その計画を次の理由により変更したいので関係書類を

添えて申請します。 

１ 補助金等交付決定額    金           円 

２ 変更後の補助金等申請額  金           円 

３ 変更の理由 

 

 

本件責任者 氏名・連絡先           

担 当 者 氏名・連絡先 

 

注 １ この様式は、補助事業等の内容の変更、補助事業等に要する経費の配分の変更

等の承認申請の場合に使用すること。 

２ 「    年  月  日付け（記号）第  号指令」については、当初の交

付決定の年月日、番号を記載すること。 

３ この様式に添付する関係書類は、交付申請の際の関係書類の様式によるものと

し、変更後の計画（変更されない部分を含む。）を上段に、変更前の計画を下段に

括弧書きで記載して、変更前と変更後の内容を対比できるように作成すること。 

なお、記載事項に変更がない関係書類については、添付を省略し、その旨を付

記することとして差し支えないものとする。 
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  別記第13－１号様式（第１０の２関係）  別記第５－１号様式（第１０－２関係） 

  

  （以下、略）  （以下、略）

  別記第13－１号様式（第１０の２関係）  別記第５－２号様式（第１０－２関係） 

  

  （以下、略）  （以下、略）

  （新設） 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

別記第14号様式（第１１－１関係） 

 

年度補助事業等中止（廃止）承認申請書 

 

年  月  日   

 

 

   北海道知事       様 

 

 
住所                

補助事業者等   法人の場合は、法人の     
氏名                

名称及び代表者の氏名     
 

 

事業（事務）名                     

    年  月  日付け（記号）第   号指令で補助金等の交付の決定を受け

た上記の事業（事務）について、次の理由によりその執行を中止（廃止）したいので申

請します。 

（中止又は廃止の理由） 

 

 

本件責任者 氏名・連絡先           

担 当 者 氏名・連絡先           

 

 

 

注 １ この様式は、補助金等の交付の決定を受けた事業又は事務を中止し、又は廃止

しようとする場合に使用すること。 

２ 「    年  月  日付け（記号）第   号指令」については、当初の

交付決定の年月日、番号を記載すること。 

３ この様式には、申請時点における当該補助事業等の進ちょく状況（廃止の場合

を除く。）その他必要と認められる事項を記載した書類を添付すること。 
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　別記第15号様式（第11の２関係） 　別記第６号様式（第11－２関係） 

  

   （以下、略）   （以下、略）

  

 　（新設） 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  別記第17号様式（第12の１及び第14関係） 　別記第７号様式（第12－１及び第15関係） 

  

   （以下、略）     （以下、略）

別記第16号様式（第１２－１関係） 

 

年度補助事業等執行遅延（不能）報告書 

 

年  月  日   

 

 

   北海道知事       様 

 

 
住所                

補助事業者等   法人の場合は、法人の     
氏名                

名称及び代表者の氏名     
 

 

事業（事務）名                     

    年  月  日付け（記号）第    号指令で補助金等の交付の決定を受

けた上記の事業（事務）について、次の理由により予定の期間内に完了する見込みがな

い（その遂行が困難となった）ので報告しますから指示をお願いします。 

（遅延又は遂行困難の理由） 

 

 

本件責任者 氏名・連絡先           

担 当 者 氏名・連絡先           

 

 

 

注 １ この様式は、補助金等の交付の決定を受けた事業又は事務の執行が遅延し、又

は困難となった場合に使用すること。 

２ 「    年  月  日付け（記号）第   号指令」については、当初の

交付決定の年月日、番号を記載すること。 

３ この様式には、報告時点における当該補助事業等の進ちょく状況その他必要と

認められる事項を記載した書類を添付すること。 
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  別記第18号様式（第12の１関係）  別記第８号様式（第12－１関係） 

  

    （以下、略）     （以下、略）

  別記第19号様式（第12の２関係）  別記第９号様式（第12－２関係） 

  

    （以下、略）     （以下、略）

  別記第20－１号様式（第13の１(1)、第15の４及び第22の２関係）  別記第10－１号様式（第13－１、第16－４及び第24－２関係） 

  

　  （以下、略）     （以下、略）

  別記第20－２号様式（第13の１(1)、第15の４及び第22の２関係）  別記第10－２号様式（第13－１、第16－４及び第24－２関係） 

  

　  （以下、略）     （以下、略）

  別記第20－３号様式（第13の１(1)、第15の４及び第22の２関係）  別記第10－３号様式（第13－１、第16－４及び第24－２関係） 

  

　  （以下、略）     （以下、略）

  別記第20－４号様式（第13の１(1)、第15の４及び第22の２関係）  別記第10－４号様式（第13－１、第16－４及び第24－２関係） 

  

　  （以下、略）     （以下、略）

  別記第20－５号様式（第13の１(2)関係）  別記第10－５号様式（第13－１関係） 

  

　  （以下、略）     （以下、略）

  別記第21－１号様式（第15の１関係）  別記第12-１号様式（第16－１関係） 

  

　  （以下、略）     （以下、略）

  別記第21－２号様式（第15の２関係）  別記第12-２号様式（第16－２関係） 

  

    （以下、略）     （以下、略）

  別記第21－３号様式（第15の３関係）  別記第12－３号様式（第16－３関係） 

  

   （以下、略）     （以下、略）
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   （新設）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別記第22号様式（第16の１関係） 

 

補 助 金 等 概 算 払 申 請 書 

 

年  月  日   

 

 

   北海道知事       様 

 

 
住所                

補助事業者等    法人の場合は、法人の     
氏名                

名称及び代表者の氏名     
 

 

事業（事務）名                     

    年  月  日付け（記号）第   号指令で交付の決定を受けた上記の事

業（事務）に係る補助金等について、概算払を受けたいので申請します。 

記 

１ 補助金等交付決定額   金           円 

２ 既に概算払を受けた額  金           円 

３ 今回概算払申請額    金           円 

４ 申請の理由 

５ 口座振替払の振込先銀行等の名称及び口座番号 

 

振 込先 銀行等 の名 称 支店名 口  座  番  号 

 
 

 

普通 

当座 

 

 

本件責任者 氏名・連絡先           

担 当 者 氏名・連絡先           

 

注 １ 「  年  月  日付け（記号）第   号指令」については、当初の交付

決定の年月日、番号を記載すること。 

２ 「５口座振替払の振込先銀行等の名称及び口座番号」欄については、口座振替

払を希望する場合に記載すること。 

３ 建設工事に要する経費に係る補助金等の場合にあっては、申請額の算出の基礎

を記載した書類（でき形検査調書等）を添付すること。 
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  別記第23－１号様式（第16の２関係）  別記第11－１号様式（第14－２関係） 

  

   （以下、略）     （以下、略）

  別記第23－２号様式（第16の３関係）  別記第11－２号様式（第14－３関係） 

  

   （以下、略）     （以下、略）

  （新設） 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

別記第24号様式（第17の１関係） 

番     号   

年  月  日   

北海道知事     様 

 

住所               

補助事業者等                 

氏名 
法人の場合は、法人の
名称及び代表者の氏名

    

 

消費・安全対策事業のしゅん功届 

   年  月  日付け（記号）第    号指令で補助金等の交付の決定を受けた

上記事業について、下記のとおり工事が完了しましたので、届け出ます。 

 

記 

 

事業種類  

事業内容 

（施設名・処理量等） 
 

事業費（円）  

建築場所  

工事開始日  

完了年月日  

関係法令検査年月日  

 ○○法  

   

   

   

しゅん功検査年月日 

（または予定日） 
 

引き渡し年月日 

（または予定日） 
 

請負等業者  

工事監理者  

 

 

本件責任者 氏名・連絡先           

担 当 者 氏名・連絡先           

 

注１ 「  年  月  日付け（記号）第 号指令」については、当初の交付決定の

年月日、番号を記載すること。 

 ２ 請負人等からの完了届の写しを添付すること。 
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   別記第25－１号様式（第17の１関係）   別記第13－１号様式（第17－１関係） 

  

補助事業に係る機械導入完了報告書 補助事業に係る機械導入完了報告書 

  

（記号）第　　　　　号　　 （記号）第　　　　　号　　 

年　　月　　日　　 年　　月　　日　　 

　　　　　北海道知事　　様 　　　　　北海道知事　　様 

　（ 　　　総合振興局長（振興局長）） 　（ 　　　総合振興局長（振興局長）） 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（補助事業者名）  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（補助事業者名）  , 

  

　　　　　　年　　月　　日付け（記号）第　　　　号指令で補助金の交付の決定を受けた　　　 　　　　　　年　　月　　日付け（記号）第　　　　号指令で補助金の交付の決定を受けた　　　

　　　　　　事業に係る機械の導入が完了したので報告します。 　　　　　　事業に係る機械の導入が完了したので報告します。 

記 記 

　１　事業実施主体名　 　１　事業実施主体名　 

　２　機械の導入状況 　２　機械の導入状況 

                                               本件責任者　氏名・連絡先  

   　                                     　　 担　当　者　氏名・連絡先  

　（以下、略）  　 （以下、略） 

   別記第25－２号様式（第17の２関係）  　別記第13－２号様式（第17－２関係） 

  

　　　　　　　　　　　　　  補助事業等に係る建設工事完成検査調書 　　　　　　　　　　　　　補助事業等に係る建設工事完成検査調書 

  

  事業名   事業名 

　工事目的物の名称 　工事目的物の名称 

　着工　　　　年　　月　　日・完成　　　　　年　　月　　日 　着工　　　　年　　月　　日・完成　　　　　年　　月　　日 

　補助事業者名 　補助事業者名 

  

　上記の建設工事は、検査の結果、補助金の交付の決定の内容及びこれに付けた条件のと 　上記の建設工事は、検査の結果、補助金の交付の決定の内容及びこれに付けた条件のと 

おり完成したことを認めます。 おり完成したことを認めます。 

  

   年　　月　　日    年　　月　　日 

  

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所　属 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所　属 

　　　　　　　　　　　　　　　検査員 　　　　　　　　　　　　　　　検査員 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　職氏名　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　職氏名　　　　　　　　, 

  

注　検査の結果不合格の場合は、本文を「上記の建設工事は、検査の結果、次の理由により不合格と 注　検査の結果不合格の場合は、本文を「上記の建設工事は、検査の結果、次の理由により不合格と 

　認めます。」と書き換えた上、その不合格の理由をこの様式の下方に詳細に記載すること。 　認めます。」と書き換えた上、その不合格の理由をこの様式の下方に詳細に記載すること。
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   （新設）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別記第26号様式（第18の１関係） 

 

補 助 事 業 等 実 績 報 告 書 

 

年  月  日  

 

 

   北海道知事       様 

 

 
住所               

補助事業者等   法人の場合は、法人の    
氏名               

名称及び代表者の氏名    
 

 

事業（事務）名                     

    年  月  日付け（記号）第   号指令で補助金等の交付の決定を受け

た上記の事業（事務）は、  年  月  日完了したので、関係書類を添えて報告し

ます。 

口座振替払の振込先銀行等の名称及び口座番号 

振 込先銀行等 の名 称 支店名 口  座  番  号 

 
 

 

普通 

当座 

 

 

本件責任者 氏名・連絡先          

担 当 者 氏名・連絡先 

 

注 １ 「    年  月  日付け（記号）第   号指令」については、当初の

交付決定の年月日、番号を記載すること。 

２ 「口座振替払の振込先銀行等の名称及び口座番号」欄については、口座振替払

を希望する場合に記載すること。 

３ 補助事業等の期間が２年度以上にわたる場合で、道の会計年度が終了したとき

に使用する場合は、この様式中「完了」とあるのを「執行」と訂正して使用する

こと。 
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別記第27号様式（第18の１(2)関係） 

補 助 金 等 精 算 書 

 

区分 

計    画 実    施 
 

補

 

助

 

率 

 
 
Ｉ 

補助金等の

交付の決定 
 

補助金

等精算

額 

 

 

 
 

Ｌ 

 

補助金

等領収

済額 

 

 

 
 

Ｍ 

補助金

等精算

額に対

する領

収未済

額   
 

(Ｌ－Ｍ) 

Ｎ 

補助事業等に係る

経費の債務確定額 
 

 

不用額 

(Ｋ－Ｌ) 

 

 

 
 
Ｒ 

 

備考 

補助事

業等に

要する

経費 

 

Ａ 

 

補助対

象経費 

 

 

Ｂ 

補助基

準によ

り算出

した額 

 

Ｃ 

 

補 助

基本額 

 

 

Ｄ 

補助事

業等に

要した

経費 

 

Ｅ 

 

補助対

象経費 

 

 

Ｆ 

補助基

準によ

り算出

した額 

 

Ｇ 

 

補 助

基本額 

 

 

Ｈ 

 

年月日

番 号 

 

 

Ｊ 

 

金額 

 

 

 

Ｋ 

 

支払

済額 

 

 

Ｏ 

 

支払

未済

額  

 

Ｐ 

 

 

計 

 

 

Ｑ 

 円 

 

円 

 

円 

 

円 

 

円 

 

円 

 

円 

 

円 

 
 円 

 

円 

 

円 

 

円 

 

円 

 

円 

 

円 

 

円 

 

円 

 
 

                    

                    

                    

                    

合計                    

 注 １ 「区分」欄には、事務又は事業の名称（必要があるときは、細分された項目等当該補助事業等において区分すべきことと

されている事項）を記載すること。 

   ２ 「計画」欄には、申請の際の額（変更の承認（達による変更を含む。）があったときは、変更後の額）を記載すること。 

   ３ 「補助金等の交付の決定」欄中「年月日番号」欄には当初の交付決定の年月日、番号を記載し、「金額」欄には交付決定額

（変更（達による変更を含む。）があったときは、変更後の額）を記載すること。 

   ４ 「補助金等精算額」欄には、実施に係る補助基本額(Ｈ)に補助率(Ｉ)を乗じて得た額を記載すること。ただし、補助金等

の算出が他の方法によっている場合は、その方法により算出した額を記載し、かつ、「備考」欄にその算出方法を明記するこ

と。 

   ５ 定額補助の場合は、「補助率」欄を斜線で抹消すること。 

   ６ 「補助事業等に係る経費の債務確定額」欄中「支払済額」欄には、間接補助事業等の場合にあっては補助事業者等が間接

補助事業者等に交付する補助金等の支払済額を記載すること。 
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別記第28号様式（第18の１(3)関係） 

事 業 精 算 書 

 

 事業（事務）名           

 収入の部 

科        目 予  算  額 
精 算 額 

内     訳 
備  考 

款 項 目 節 当   初 更正後の額 収 入 済 額 収入未済額 

    
円 

 

円 

 

円 

 

円 

 

円 

 
 

 

 支出の部 

科        目 予  算  額 
精 算 額 

内     訳 
不 用 額 備 考 

款 項 目 節 当   初 更正後の額 支 出 済 額 支出未済額 

    
円 

 

円 

 

円 

 

円 

 

円 

 

円 

 
 

  上記のとおり精算したことを証明します。 

         年  月  日 

○○市（町村）長 （氏  名）    

 注 １ この様式には、当該補助事業等に要した経費のみを記載すること。 

   ２ 「科目」欄の区分は標準を示したものであり、補助金等の交付を受けた者における通常の予算及び決算の区分がこれと異

なるときは、それぞれ補助事業者等の区分に従い記載して差し支えないこと。 

   ３ 「予算額」欄中「更正後の額」欄には、補助事業者等の議決機関等における最終の更正後の額（予算の流用による更正後

の額を含む。）を記載すること。 

   ４ 「収入未済額」及び「支出未済額」欄には、債権又は債務が確定している額を記載し、かつ、債務者又は債権者の住所氏

名を「備考」欄に記載すること。 

   ５ 補助事業者等が市町村である場合は、「収入の部」には当該補助事業等に係る特定財源のみを記載し、備考欄に予算の区分

（一般会計又は特別会計）を記載すること。 

   ６ 「不用額」欄には、「更正後の額」（更正していない場合には、「当初」）欄に記載した額から「精算額」欄に記載した額を

控除した額を記載すること。 

   ７ 市町村以外の者がこの様式を使用する場合は、この様式中「○○市（町村）長（氏名）□印」を訂正して使用すること。 
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  別記第29号様式（第18の２関係）  別記第14号様式（第18－２関係） 

  

   （以下、略）    （以下、略）

  別記第30－１号様式（第20の１関係）  別記第15－１号様式（第20－１関係） 

  

   （以下、略）    （以下、略）

  別記第30－２号様式（第20の２関係）  別記第15－２号様式（第20－２関係） 

  

   （以下、略）    （以下、略）

  別記第30－３号様式（第20の３関係）  別記第15－３号様式（第20－３関係） 

  

   （以下、略）    （以下、略）

  別記第31号様式（第22の２関係）  別記第17号様式（第24－２関係） 

  

   （以下、略）  　（以下、略）

  別記第32号様式（第24の３関係）  別記第16号様式（第23－３関係） 

  

 （様式本文）略  （様式本文）略 

  

    別紙   別紙

財　産　処　分　報　告　書 財　産　処　分　報　告　書 

  

年　　月　　日　　 年　　月　　日　　 

  　　　北海道知事　　様   　　　北海道知事　　様 

 （　　　総合振興局長（振興局長））  　　　　　　　  　　　　　　                          （　　　総合振興局長（振興局長））  　　　　　　　  　　　　　　                         

  　　　　　　　  　　　　　　　　　　　        補助事業者名　         　　　　　　　  　　　　　　　　　　　        補助事業者名　      , 

  

 　　　　　年　　月　　日付け（記号）第　　　号で承認のあった財産  　　　　　年　　月　　日付け（記号）第　　　号で承認のあった財産 

　を次のとおり処分したので報告します。 　を次のとおり処分したので報告します。 

記 記 

　１　補助事業者名 　１　補助事業者名 

　２　財産の処分状況 　２　財産の処分状況 

　                                              本件責任者　氏名・連絡先  （以下、略） 

   　                                     　  　担　当　者　氏名・連絡先  

  

   （以下、略）


